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○ 全体概要 
実証対象技術／ 
環境技術開発者 

ソーラーガード Sterling 40／ 
サンゴバン株式会社（旧ベカルトジャパン株式会社） 

実証機関 財団法人建材試験センター 
実証試験期間 平成２１年９月１６日～平成２２年２月２６日 

 

1. 実証対象技術の概要 
ポリエステルフィルムにスパッタリングで薄膜積層させ、これを窓ガラスに粘着剤貼付する

ことにより、日射を反射する。 

2. 実証試験の概要 
2.1 空調負荷低減性能 
窓用日射遮蔽フィルムの熱・光学性能を測定し、その結果から、下記条件における対象建築

物の全ての窓に窓用日射遮蔽フィルムを室内側に貼付した場合の効果（冷房負荷低減効果等）

を数値計算により算出した。 
2.1.1. 数値計算における設定条件 
(1) 対象建築物 

1) 住宅（戸建 RC 造）モデルの 1 階 LD 部（リビングダイニングスペース部） 
〔対象床面積：20.49 m2、窓面積：6.62m2、階高：2.7m、構造：RC 造〕 

2) オフィスモデルの事務室南側部 
〔対象床面積：113.40m2、窓面積：37.44m2、階高：3.6m、構造：RC 造〕 

注）周囲の建築物等の影響による日射の遮蔽は考慮しない。 
  対象建築物の詳細は、詳細版本編 4.2.2(1)①対象建築物（詳細版本編 15 ページ）参照。 

(2) 使用気象データ 
1990 年代標準年気象データ（東京都及び大阪府） 

(3) 空調機器設定 

建築物 
設定温度（℃） 

稼働時間 冷房 
COP 

暖房 
COP 冷房 暖房 

住宅 26.6 21.0 6～9 時・12～14 時・16～22 時 4.67 5.14 
オフィス 26.7 21.9 平日 8～18 時 3.55 3.90 

(4) 電力量料金単価の設定 

地域 建築物 標準契約種別 
電力量料金単価（円／kWh） 
夏季 その他季 

東京 
住宅 従量電灯 B 22.86 

オフィス 業務用電力 13.75 12.65 

大阪 
住宅 従量電灯 A 24.21 

オフィス 高圧電力 AS 12.08 11.06 

2.2 環境負荷・維持管理等性能 
耐候性試験機により 1000 時間の促進耐候性試験を行う。試験終了後、熱・光学性能の測定

を行い、耐候性試験前後における測定値の変化を確認する。 

本実証試験結果報告書の著作権は、環境省に属します。 

実証番号051-0902 
 本技術及びその性能に関して、環境省等による 

保証・認証・認可等を謳うものではありません。 
www.env.go.jp/policy/etv 
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3. 実証試験結果 
3.1 空調負荷低減性能及び環境負荷・維持管理等性能 
(1) 熱・光学性能及び環境負荷・維持管理等性能試験結果 

【実証項目】 

 耐候性試験前 耐候性試験後 

遮へい係数 （―） 0.43 0.44 
熱貫流率 （W/m2･K） 5.4 5.4 

〔測定項目〕（参考） 

 耐候性試験前 耐候性試験後 

可視光線透過率 （％） 39.7  40.1  
日射透過率 （％） 28.3  28.7  
日射反射率 （％） 41.5  39.2  

 
(2) 分光透過率・分光反射率（波長範囲：300nm～2500nm）の特性 

 

図－１  分光透過率測定結果 

 

図－２  分光反射率測定結果 
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3.1.2. 数値計算により算出する実証項目 
(1) 実証項目の計算結果 

【算出対象区域：LD 部（住宅）、事務室南側部（オフィス）】 

 
東京都 大阪府 

住宅（戸建 RC 造） オフィス 住宅（戸建 RC 造） オフィス 

冷房負荷 
低減効果*1 

（夏季 
1 ヶ月） 

熱量 

202 kWh/月 205 kWh/月 229 kWh/月 248 kWh/月 

（貼付前 
727 kWh/月） 

（貼付前 
2,196 kWh/月） 

（貼付前 
842 kWh/月） 

（貼付前 
2,441 kWh/月） 

27.8 ％低減 9.3 ％低減 27.2 ％低減 10.2 ％低減 

電気 
料金 988 円/月 795 円/月 1,187 円/月 841 円/月 

冷房負荷 
低減効果*1 

（夏季 
6～9 月） 

熱量 

716 kWh/4ヶ月 644 kWh/4ヶ月 784 kWh/4ヶ月 748 kWh/4ヶ月 

（貼付前 
2,293 kWh/4ヶ月） 

（貼付前 
6,407 kWh/4ヶ月） 

（貼付前 
2,558 kWh/4ヶ月） 

（貼付前 
7,029 kWh/4ヶ月） 

31.2 ％低減 10.1 ％低減 30.6 ％低減 10.6 ％低減 

電気 
料金 3,507 円/4 ヶ月 2,455 円/4 ヶ月 4,065 円/4 ヶ月 2,504 円/4 ヶ月 

室温上昇 
抑制効果*2 

（夏季 
15 時） 

自然 
室温 

*3 

3.2 ℃  1.5 ℃  3.8 ℃  1.6 ℃  

（38.5℃→ 35.3℃） （37.8℃→ 36.3℃） （39.8℃→ 36.0℃） （38.1℃→ 36.5℃） 

体感 
温度 

*4 

2.8 ℃  0.5 ℃  3.5 ℃  0.6 ℃  

（38.1℃→ 35.3℃） （30.8℃→ 30.3℃） （39.3℃→ 35.8℃） （31.0℃→ 30.4℃） 

*1：夏季 1 ヶ月（8 月）及び夏季（6～9 月）において室内温度が冷房設定温度を上回ったとき

に冷房が稼働した場合の冷房負荷低減効果 
*2：8 月 1 日における対象部での室温の抑制効果 
*3：冷房を行わないときの室温 
*4：平均放射温度（MRT）を考慮した温度（室温と MRT の平均） 
注）数値計算は、モデル的な住宅及びオフィスを想定し、各種前提条件のもと行ったものであ

り、実際の導入環境とは異なる。 
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(2) 参考項目の計算結果 

① 実証項目に対し暖房の影響を考慮した計算結果 
【算出対象区域：LD 部（住宅）、事務室南側部（オフィス）】 

 
東京都 大阪府 

住宅（戸建 RC 造） オフィス 住宅（戸建 RC 造） オフィス 

暖房負荷 
低減効果*1 
（冬季１ヶ月） 

熱量 

-178 kWh/月 -313 kWh/月 -133 kWh/月 -143 kWh/月 

（貼付前 
62  kWh/月） 

（貼付前 
488 kWh/月） 

（貼付前 
199  kWh/月） 

（貼付前 
836 kWh/月） 

-287.1  ％低減 -64.1 ％低減 -66.8 ％低減 -17.1 ％低減 

電気 
料金 -792  円/月 -1,013 円/月 -627 円/月 -406 円/月 

冷暖房負荷 
低減効果*2 
（期間空調） 

熱量 

74 kWh/年 -279 kWh/年 182 kWh/年 159 kWh/年 

（貼付前 
 2,639 kWh/年） 

（貼付前 
8,293 kWh/年） 

（貼付前 
3,128 kWh/年） 

（貼付前 
9,651 kWh/年） 

2.8  ％低減 -3.4 ％低減 5.8 ％低減 1.6 ％低減 

電気 
料金 650  円/年 -537 円/年 1,231 円/年 833 円/年 

*1：冬季 1 ヶ月（2 月）において室内温度が暖房設定温度を下回ったときに暖房が稼働した場

合の暖房負荷低減効果 
*2：夏季（6～9 月）において室内温度が冷房設定温度を上回ったときに冷房が稼働した場合

及び冬季（11～4 月）において室内温度が暖房設定温度を下回ったときに暖房が稼働した

場合の冷暖房負荷低減効果 
注）数値計算は、モデル的な住宅及びオフィスを想定し、各種前提条件のもと行ったものであ

り、実際の導入環境とは異なる。 
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② 年間を通じ冷暖房の影響を考慮した計算結果 
【算出対象区域：LD 部（住宅）、事務室南側部（オフィス）】 

 
東京都 大阪府 

住宅（戸建 RC 造） オフィス 住宅（戸建 RC 造） オフィス 

冷房負荷 
低減効果*1 
（年間空調） 

熱量 

1,160 kWh/年 1,080 kWh/年 1,325 kWh/年 1,245 kWh/年 
（貼付前 

2,858 kWh/年） 
（貼付前 

7,710 kWh/年） 
（貼付前 

3,328 kWh/年） 
（貼付前 

8,817 kWh/年） 
40.6  ％低減 14.0 ％低減 39.8 ％低減 14.1 ％低減 

電気 
料金 5,679  円/年 4,008 円/年 6,874 円/年 4,052 円/年 

暖房負荷 
低減効果*2 
（年間空調） 

熱量 

-644 kWh/年 -929 kWh/年 -602 kWh/年 -593 kWh/年 
（貼付前 

346 kWh/年） 
（貼付前 

1,896 kWh/年） 
（貼付前 

570 kWh/年） 
（貼付前 

2,623 kWh/年） 
-186.1  ％低減 -49.0 ％低減 -105.6 ％低減 -22.6 ％低減 

電気 
料金 -2,865 円/年 -3,014 円/年 -2,834 円/年 -1,681 円/年 

冷暖房負荷 
低減効果*3 
（年間空調） 

熱量 

515 kWh/年 151 kWh/年 723 kWh/年 653 kWh/年 
（貼付前 

3,203 kWh/年） 
（貼付前 

9,606 kWh/年） 
（貼付前 

3,898 kWh/年） 
（貼付前 

11,441 kWh/年） 
16.1  ％低減 1.6 ％低減 18.5 ％低減 5.7 ％低減 

電気 
料金 2,814  円/年 994 円/年 4,040 円/年 2,371 円/年 

③ 建築物全体または事務室全体において年間を通じ冷暖房の影響を考慮した計算結果 
【算出対象区域：建築物全体（住宅）、基準階事務室全体（オフィス）】 

 
東京都 大阪府 

住宅（戸建 RC 造） オフィス 住宅（戸建 RC 造） オフィス 

冷房負荷 
低減効果*1 
（年間空調） 

熱量 

1,574 kWh/年 3,849 kWh/年 1,827 kWh/年 4,761 kWh/年 
（貼付前 

5,834 kWh/年） 
（貼付前 

36,682 kWh/年） 
（貼付前 

6,823 kWh/年） 
（貼付前 

42,106 kWh/年） 
27.0  ％低減 10.5 ％低減 26.8 ％低減 11.3 ％低減 

電気 
料金 7,702 円/年 14,319 円/年 9,472 円/年 15,534 円/年 

暖房負荷 
低減効果*2 
（年間空調） 

熱量 

-1,164 kWh/年 -2,078 kWh/年 -989 kWh/年 -1,494 kWh/年 
（貼付前 

3,118 kWh/年） 
（貼付前 

14,214 kWh/年） 
（貼付前 

3,429 kWh/年） 
（貼付前 

14,678 kWh/年） 
-37.3  ％低減 -14.6 ％低減 -28.8 ％低減 -10.2 ％低減 

電気 
料金 -5,174 円/年 -6,741 円/年 -4,660 円/年 -4,238 円/年 

冷暖房負荷 
低減効果*3 
（年間空調） 

熱量 

410 kWh/年 1,771 kWh/年 837 kWh/年 3,266 kWh/年 
（貼付前 

8,952 kWh/年） 
（貼付前 

50,896 kWh/年） 
（貼付前 

10,252 kWh/年） 
（貼付前 

56,783 kWh/年） 
4.6  ％低減 3.5 ％低減 8.2 ％低減 5.8 ％低減 

電気 
料金 2,528  円/年 7,578 円/年 4,812 円/年 11,296 円/年 

 
*1：年間を通じ室内温度が冷房設定温度を上回ったときに冷房が稼働した場合の冷房負荷低減効果 
*2：年間を通じ室内温度が暖房設定温度を下回ったときに暖房が稼働した場合の暖房負荷低減効果 
*3：窓用日射遮蔽フィルムの貼付により低減する年間の冷房負荷量と暖房負荷量の合計 
注） 数値計算は、モデル的な住宅及びオフィスを想定し、各種前提条件のもと行ったもので

あり、実際の導入環境とは異なる。 
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(3) (1)実証項目の計算結果及び(2)参考項目の計算結果に関する注意点 

① 数値計算は、モデル的な住宅・オフィスを想定し、各種前提条件のもと行ったもので

あり、実際の導入環境とは異なる。 
② 熱負荷の低減効果を熱量単位（kWh）だけでなく、電気料金の低減効果（円）として

も示すため、定格出力運転時における消費電力 1kW当たりの冷房・暖房能力（kW）

を表したCOP及び電力量料金単価を設定している。 
③ 数値計算において設定した冷暖房の運転期間は、下記の通りとした。 

 夏季 15 時 ： 8 月 1 日の 15 時  
 夏季 1 ヶ月 ： 8 月 1～31 日 
 夏季 6～9 月 ： 6 月 1 日～9 月 30 日 
 冬季 1 ヶ月 ： 2 月 1 日～28 日 
 期間空調 ： 冷房期間 6～9 月及び暖房期間 11～4 月 
 年間空調 ： 冷暖房期間 1 年*1 
*1： 設定温度よりも室温が高い場合に冷房運転を行い、設定温度よりも室温が低い

場合に暖房運転を行う。 
④ 日射が遮蔽され、室内が暗くなることに伴う、照明による熱負荷の増加は考慮してい

ない。 
⑤ 冷房・暖房負荷低減効果の熱量の欄にある「貼付前 ○○kWh/△△」とは、窓用日

射遮蔽フィルムを貼付しない状態において、日射・電気機器等により室内に加えられ

る熱負荷の一定期間における総和を示している。 
⑥ 電気料金について、本計算では窓用日射遮蔽フィルムの有無による室内熱負荷の差を

検討の対象としていることから、種々の仮定が必要となる総額を見積もることをせず、

熱負荷の変化に伴う空調電気料金の差額のみを示している。 
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4. 参考情報 

 (1)実証対象技術の概要（参考情報）及び(2)その他メーカーからの情報（参考情報）に示さ

れた情報は、全て環境技術開発者が自らの責任において申請したものであり、環境省及び実

証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 
 
(1) 実証対象技術の概要（参考情報） 

項目 環境技術開発者 記入欄 

環境技術開発者 ベカルトジャパン株式会社 

技術開発企業名 ベカルトスペシャルティフィルムズ 

実証対象製品・名称 ソーラーガード Sterling 40 

実証対象製品・型番 ― 

連

絡

先 

TEL 03－5542－7770 

FAX 03－5542－7771 

Web アドレス http://www.bekaert.co.jp
 

E-mail Hayato.Usuda@bekaert.com
 

ヒートアイランド 
対策技術の原理 

ポリエステルフィルムにスパッタリングで薄膜積層させ、これを窓ガラスに粘着

剤貼付することにより、日射を反射する。 

技術の特徴 
金属薄膜のみで日射遮蔽をするもので、弊社日射遮蔽フィルムの中心製品

の一つである。比較的高い透過率と相応の熱遮蔽性能を持つことから、一般

住宅などでも採用されている。 

設

置

条

件 

対応する 
建築物・窓など 

基本的に全ての建築物の窓ガラスに対応可能。窓ガラスそのものは平滑なも

の。 
施工上の留意点 専用工具（スクレーパー、スクイージー等）を用いて施工する。 

その他設置場所 
等の制約条件 網入りガラス等に貼る場合は熱割れを起こす危険性がある。 

メンテナンスの必要性 
耐候性・製品寿命など 

約 10 年から 15 年。 

コスト概算 設計施工価格（材工共） 15,000 円 1m2あたり 

 
(2) その他メーカーからの情報（参考情報） 
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